
ハローワークと地方公共団体のワンストップ支援事業（「一体的実施事業」）

１【宇都宮市】みやハローワーク就労支援コーナー（平成２５年７月１日事業開始）

目 標
2023年度
（１月末）

進捗率 2022年度 2021年度

支援対象者数 ２９５人 ２９９人 １０１．４％ ３３２人 ３８３人

就職者数 １９８人 ２１０人 １０６．１％ ２２３人 ２１１人

就職率 ６７．１％ ７０．２％ １０４．６％ ６７．２％ ５５．１％

生活就労相談・就労意欲の喚起からマッチング・紹介・就労後フォローアップまでの一貫した就労支援を
ワンストップで提供する拠点として、宇都宮市役所内に「みやハローワーク就労支援コーナー」を設置

２【茂木町】もてぎジョブセンター（平成２６年１０月２日事業開始）

目 標
2023年度
（１月末）

進捗率 2022年度 2021年度

利用者件数 １，９００件以上 １，８０６件 ９５．１％ ２，２０９件 ２，０８２件

相談件数 １，７００件以上 １，５５４件 ９１．４％ １，９１２件 １，７６３件

紹介就職件数 １６０件以上 １４２件 ８８．８％ ２００件 １９２件

茂木町が行う企業情報の収集と求人要請、ハローワークの職業相談・職業紹介・求人開拓等を一体的に
行う「もてぎジョブセンター」を茂木町役場庁舎北側別館に開設

希望する地方公共団体において、国（ハローワーク）が行う無料職業紹介と地方公共団体が行う各
種支援を一体的に実施。

一体的実施事業は、①地方公共団体の提案に基づき、国と地方公共団体が協議して内容を決定し、協定の締

結等により実施に移すこと、②利用者のニーズに応えられるよう運営協議会を設置するなど、地方公共団
体主導でハローワークと一体となったさまざまな取組が可能。

令和５年６月現在、186団体（34都府県152市区町）、340拠点で実施中。
うち生活保護受給者等を主な対象とする取組は114団体、218拠点。

✔

✔

✔

運営方針を決定

✔ 福祉施策
✔ 住宅施策
✔ 職業能力開発等

の実施

地方公共団体

全国ネットワークを
活かした職業紹介・
職業相談

国（労働局・ハローワーク
協定

地方公共団体の意向が反映されるよう、協定の中に地
方公共団体から国対して要望・要請があった場合には、
国は誠実に対応する旨を規定することも可能

運営協議会
地方公共団体・国・地域の労使等が参加し運営

一体的実施施設

都道府県・市町村
福祉・住宅相談
公共職業訓練 等

国
（労働局・ハローワーク）

職業紹介・職業相談

✔ 地方公共団体が行う支援の内容は地域の実情に応じて提供
✔ 各施策は、協定や運営協議会の運営方針を踏まえ、実施主体が
責任を持って実施
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